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本日の御議論

⚫ 現在、電力・ガス基本政策小委員会において、電気事業法の規定に基づき、電力シス
テム改革の検証を行っている。このうち、送配電部門の在り方については、電力システム
改革以降の一般送配電事業者の役割・機能について、振り返りを行ったところである。

⚫ 電力システム改革以降、送配電部門では、電力広域機関を創設するとともに、既存系
統を最大限活用するための「日本版コネクト＆マネージ」の取組や、地域間連系線の
整備等を進めてきた。

⚫ こうした中、今後、再エネの更なる導入拡大が見込まれ、電力の安定供給確保との両
立が重要となる。また、足元では、エネルギー基本計画の策定やGX実現に向けた議
論も本格化していくところであり、送配電部門における課題について、どのように対応を
行っていくか、検討を深める必要がある。

⚫ 具体的には、地内系統を含めた送配電網の効率的な整備の在り方や系統混雑への
対応のほか、大規模な新規需要立地への対応も重要な課題となる。

⚫ 本日は、電力システム改革の検証やエネルギー基本計画の策定に向けた議論等を踏ま
えつつ、送配電分野における課題と今後の対応の方向性について、御議論頂きたい。
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【参考】送配電の広域化・中立化の検証について

⚫ 今回の送配電の広域化・中立化に関するヒアリングに当たっての基礎資料として、第69回の本小
委員会でお示しした電力システムを取り巻く現状の送配電の広域化・中立化の箇所について、電
力システム改革専門委員会報告書（2013年）で取り上げられているポイント等を踏まえつつ、
送配電の広域化・中立化を巡る状況の詳細を提示する。

Ⅰ．なぜ今、電力システム改革が求められるのか
•東日本大震災がもたらした環境変化、電力システム改革を貫く考え方 等

Ⅱ．小売全面自由化とそのために必要な制度改革
•小売全面自由化、小売料金の自由化（料金規制の段階的撤廃、経過措置期間
における料金規制 等）、需要家保護策等の整備、計画値同時同量の導入 等

Ⅲ．市場機能の活用
•卸電力市場の活用、新電力の電源不足への対応、電力先物市場の創設、 
需給調整における市場機能の活用 等

Ⅳ．送配電の広域化・中立化
•広域系統運用の拡大、送配電部門の中立性確保の方式（所有権分離含む）、
法的分離の実施、中立性確保のための必要な行為規制 等

Ⅴ．安定供給のための供給力確保策
•供給力確保の仕組み、時間前市場の創設、インバランス制度の導入、中長期
の供給力確保策（容量市場の創設 等） 等

Ⅵ．その他の制度改革
•自己託送の制度化、特定供給の扱い 等

●需給状況 

●料金水準 

●その他の電気事業を取り巻く状況
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電気事業法附則に基づく検証項目

■供給力確保

■競争・市場環境の整備 

■次世代型の電力ネットワークと

分散型電力システムの構築 

■脱炭素電源が活用できる

事業・市場環境整備 

■災害等に強い供給体制の構築 

電力システム改革専門委員会報告書の主な項目とポイント

●改正法の施行の状況

●エネルギー基本計画に基づく施策の
実施状況

第68回 電力・ガス基本政策小委員会（2023
年12月26日）資料6より抜粋・一部編集

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3
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【参考】GX2040ビジョン

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/siryou1.pdf

第11回 GX実行会議
（2024年5月13日）資料1



4https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/siryou1.pdf

第11回 GX実行会議
（2024年5月13日）資料1

【参考】GX2040ビジョンの検討の進め方
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1.電力システム改革以降の送配電事業
2.足元の課題等
①送配電網の整備について
②系統混雑への対応について
③大規模需要立地への対応について



⚫ 東日本大震災後の需給ひっ迫時において、供給予備力の地域的偏在や、周波数変換
設備（FC）、地域間連系線などの送電制約により、需給がひっ迫した緊急時のバック
アップ体制が不十分であることが露呈した。

⚫ こうした課題を踏まえ、電力システム改革において、電力広域的運営推進機関（以下、
「電力広域機関」）を創設（2015年）し、需給ひっ迫時の地域間の需給調整や、地
域間連系線等の増強の推進を行う体制を構築した。この成果として、需給ひっ迫時の
地域間融通や、地域間連系線や周波数変換設備の増強などの取組が進展。

⚫ 引き続き、電力の安定供給確保は大前提であり、周波数を維持し安定供給を実現する
ため、一般送配電事業者は、需要と供給を最終的に一致させる調整力を確保するとい
う、極めて重要な役割を担っている。そのため、これまでに、調整力公募の実施や、需給
調整市場の開設による調整力の確保などを進めてきた。加えて、需給ひっ迫に対する暫
定的な措置としてkW公募、予防的措置としてkWh公募の実施などを進めてきた。

⚫ また、既存の送配電網をより最大限活用するための「日本版コネクト＆マネージ」を推進
するとともに、再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域機関において、広域連
系系統のマスタープランを策定し、地域間連系線の整備に向けた検討を進めている。

⚫ こうした取組の中で、エリアを超えた一般送配電事業者同士の横の連携も進み、平常時
からエリアを越えた全国的な対応が進められている。
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電力システム改革と送配電事業
第74回 電力・ガス基本政策小委員会

（2024年5月8日）資料3



【参考】これまでの取組（送配電部門）

⚫ 小売全面自由化以降、送配電事業は従来型の規制を存置し、許可制とするとともに、
日本全国大での効率的な運用・設備形成を行うために、電力広域機関の設立や、需
給調整市場の導入などの取組を進めてきた。

⚫ カーボンニュートラルの実現に向けて再エネの導入を進めるに当たり、既存の電力系統で
は需要地への円滑な送電には制約がある。そのため、これまでに日本版コネクト＆マ
ネージの取組や、全国大での広域連系系統の形成を計画的に進めるための広域連系
系統のマスタープランの策定などを行ってきた。

⚫ また、出力が変動する再エネの導入に伴い、調整力や慣性力等の確保が課題となって
おり、電力ネットワークの整備等とあわせて、費用回収を支える制度的な対応を進めて
きた。
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・電力広域的運営推進機関の設立（2015）
・需給調整市場の導入
・日本版コネクト＆マネージ（2018～）
・送配電部門の法的分離（2020）
・災害時連携計画の策定（2020）
・配電・アグリゲーターライセンスの創設（2022）
・レベニューキャップ制度の導入（2023）
・広域連系系統のマスタープランの策定（2023）

既に講じた主な取組

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3



【参考】電力システム改革（第五次制度改革）の全体像
①安定供給の確保②電気料金の最大限の抑制③需要家の選択肢や事業者の事業機会の拡大等
を目的に、1995年以降、段階的に電力システム改革を実施。
⚫ 送配電事業 → 従来型の規制存置（許可制、地域独占、総括原価、需給調整責任）
⚫ 小売事業 → 自由化（登録制、供給力確保義務）＋電取委※を通じた適正な競争の確保
⚫ 発電事業 → 自由化（届出制、経産大臣の供給命令に従う義務）＋供給計画を通じた供給力全体の管理

送配電事業者（許可制）

規制

小売電気事業者（登録制）

自由化

・自家発を有する製造業（鉄、製紙等）
・鉄道会社 ・商社
・石油元売り会社 ・ガス事業者 等

様々な事業者が参入（1128者）

1995年 発電部門自由化 2015年 電力広域的運営推進
 機関創設

2020年 発送電分離

全国的な連携を強化
送配電部門の規制は存続

2000～04年部分自由化・範囲拡大
※特別高圧→高圧

2016年 全面自由化（家庭など）

・ガス事業者
・石油元売り

・商社
・住宅メーカ－ 等

様々な事業者が参入（729者）

・通信事業者
・鉄道会社

発電事業者（届出制）

自由化

地域独占電気事業会社（戦後～10社）

電力システム改革 電力システム改革 電力システム改革

発電 送配電 小売

※電力・ガス取引
監視等委員会

8事業者数は2023年末時点

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3
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【参考】電力広域的運営推進機関（OCCTO）の概要

⚫ 2015年4月、送配電網の広域運用の司令塔として、電力広域機関を創設。

⚫ 電力広域機関は、需給ひっ迫時における地域間の需給調整や、地域間連系線等の増強
の推進を通じ、全国大での効率的な電力流通の実現を目指す。

電
気
が
不
足
し
そ
う

地域Ｂに
供給してください

（指示）

電気の供給

電気の供給

電気が不足している地域B

電気が余っている地域

電力広域的運営推進機関

電気が余っている地域

①地域間の需給調整

北陸

九州 中国

沖縄

北陸関西間

関西中国間中国九州間

中国四国間

関西四国間 中部関西間

中部北陸間

北海道本州間
※増強中

中部

北海道

東北

東京

関西

四国

東北東京間
※増強中

東京中部間（50/60Hz変換）
※増強中

②地域間連系線の整備

電力広域的運営推進機関

※地域間連系線等の整備に係る
 広域的な系統整備計画を策定

地域Ｂに
供給してください

（指示）

第69回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年1月22日） 資料11
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1.電力システム改革以降の送配電事業
2.足元の課題等
①送配電網の整備について
②系統混雑への対応について
③大規模需要立地への対応について



⚫ 各エリアの送配電網の整備は、東京や中部といった各エリアの電力会社のイニシアティブ
により行われてきたが、地域独占・総括原価主義の下、各電力会社は必要な供給力を
自エリアで確保することを基本としていた。このため、エリア内の送配電網の整備は進んで
きた一方、他エリアと接続する連系線の整備が十分に進まないといった課題があった。

⚫ その結果、東日本大震災直後に西日本の余剰電力の一部しか東日本に送電できなかっ
た反省を踏まえ、電力システム改革により創設した電力広域機関の関与の下、異なるエ
リアを結ぶ地域間連系線の整備を計画的に進めてきている。

⚫ こうした中、2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、再エネ大量導入と電力の
安定供給を支える送配電網の整備がより一層重要となっている。このため、地域間連系
線の整備については、再エネの大量導入等に計画的に対応する「プッシュ型」に転換。
GX基本方針でも、「広域連系系統のマスタープラン」に基づき、全国規模での系統整
備の検討を進めることとしている。

⚫ また、地域間連系線の整備による広域的な需給運用に伴う発電費用やCO2の削減効
果が全国に及ぶことを踏まえ、2020年の法改正により、地域間連系線の整備に係る費
用について、再エネ賦課金や全国の託送料金等を通じて全国で負担する仕組み（全
国調整スキーム）を導入している。

【これまでの対応】送配電網の整備

11

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3



⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素化の要請がより一層強まる中、地域間連系線
の整備は、再エネの大量導入と電力のレジリエンス強化につながるもの。

⚫ このため、再エネ適地と需要地を結び、国民負担を抑制しつつ再エネの導入を図るとともに、首都直
下地震等により首都圏等に集中立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った場合のバックアッ
プ機能の強化を図るため、全国大での送電ネットワークの増強を進めることが必要。

【参考】地域間連系線整備の必要性①

12

中部

関西

北海道

東京

北陸 東北

九州

中国

四国

沖縄

関西中国間九州中国間

中国四国間

関西四国間

中部関西間

210万kW → 300万kW
(2027年度中予定)

東京中部間

周波数変換設備60Hz

50Hz

120万kW → 210万kW
(2021年3月運転開始)

550万kW程度
→ 1028万kW

(2027年度中予定)

東北東京間

北海道本州間

90万kW → 120万kW
(2027年度中予定)

60万kW → 90万kW
(2019年3月運転開始)

東地域増強

関門増強 中地域増強

北陸関西間

中部北陸間

過去10年間で整備してきたもの

現在整備中のもの

計画策定プロセス中のもの

120万kW

再エネ
ポテンシャル

再エネ
ポテンシャル

第70回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年2月27日）資料11



⚫ 再エネ大量導入とレジリエンス強化のため、電力広域的運営推進機関において、2050
年カーボンニュートラルも見据えた、広域連系系統のマスタープランを2023年3月29
日に策定・公表した。

【参考】 「マスタープラン」の概要

中地域増強
約520億円

九州地内増強
約100億円

九州～四国（新設）
約4,800～5,400億円

九州～中国（増強）
＋280万kW
約4,200億円

中国地内増強
約1,000億円

中部地内増強
約30億円

東京地内増強
約6,700億円

北海道地内増強
約1.1兆円

四国地内増強
約1,600億円

東北～東京（増強）
約2,000億円

FC（増強）
+270万kW

約4,000~4,300億円

東北地内増強
約6,500億円

【必要投資額（概算）】

約6.0～7.0兆円

北海道～東北～東京

（新設）

+600~800万kW

約2.5～3.4兆円

（出所）広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）（電力広域的運営推進機関2023年3月29日策定）のうちベースシナリオより作成 13

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3
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【参考】ローカル系統等の整備に係る方向性

⚫ ローカル系統の増強判断の規律については、基幹系統における取組も参考にしつつ、検討を深めて
いくこととした。

⚫ 2023年度に導入されたレベニューキャップ制度の下で、地域間連系線及び地内基幹系統の増強
は、電力広域機関が策定するマスタープラン等を踏まえ、また、ローカル系統等の増強は、一般送
配電事業者が自主的に策定する増強計画に基づき、行われることとなる。

※レベニューキャップ制度の詳細設計の議論では、「ローカル系統における投資拡充について、事業者自身が、増強の費用便益分析として増強費用と再給電費用などを比較
し、自律的に判断して増強計画を作成していくことも重要」とされている。

⚫ 今後、各一般送配電事業者が策定する投資計画が、送配電設備の確実な増強等の観点から、
必要な投資量が確保されていることを確認しながら、計画的かつ効率的に増強等を進めていく。

プッシュ型の増強判断の手順イメージ

増強候補の系統抽出

将来潮流・出力制御量の想定

増強対策の立案・検討

費用便益評価

増強計画へ反映

将来潮流の想定方法
過去実績等を考慮した将来の電源ポテンシャルを踏まえ、
簡易的に将来潮流を想定して算出する。

用いる便益項目・諸元
「燃料コスト削減効果」と「CO2対策コスト削減効果」とし、
全国一律の単価を用いる。

第2回料金制度専門会合（2020年9月14日）資料3
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第35回 再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会
（2021年9月7日） 資料2（一部編集）



【これまでの対応】送配電部門における費用回収

⚫ 一般送配電事業者においては、2050年カーボンニュートラルの実現やレジリエンス強化に
向けて、系統整備や調整力の確保に向けた新規投資及び必要な費用の確保が重要とな
る。

⚫ これまで、2020年のエネルギー供給強靱化法による全国調整スキームの確立など、便益
に応じた費用回収の在り方を構築してきた。また、効率化を前提として、確実に投資量を
確保する仕組み（レベニューキャップ制度）を導入しており、本制度の中で、必要な投資
については回収できることが期待されているが、一般送配電事業者の直近の収益は低下
傾向にあり、財務状況は悪化しつつある。

⚫ こうした中、再エネの更なる導入拡大に向けて、ノンファーム型接続の全国展開や、北海道
変動緩和要件の撤廃、系統接続に係る一般負担の上限見直しなど、従来、起因者（発
電事業者）が負担してきた設備費用等について、一般送配電事業者の負担範囲が拡
大している。

⚫ また、日々の需給調整においてエリアを越えた広域的な運用が拡大する一方、系統整備
や調整力の確保・維持など、再エネ導入を進めた地域ほど費用負担が重くなるといった偏
りも顕在化しつつある。

⚫ 足元では、再エネ導入拡大の便益と負担の公平の観点から、発電側課金の導入により
発電事業者と小売電気事業者間の負担の在り方を見直したほか、系統増強等の投資
費用の回収方法の在り方（全国調整スキームの対象範囲の整理）や、調整力など経
常的な課題への対応を検討してきている。

15

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3
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【参考】現在の送配電網の整備の状況

⚫ 現在、送配電の整備については、①地域間連系線や、②これと一体的に整備する地内基幹系
統は、電力広域機関の計画策定プロセスの下で整備計画を策定の上、事業実施主体が整備
を進め、費用は全国調整スキームで回収することとしている。また、③広域的取引に資する地内
基幹系統についても今後同様のスキームを適用する方向。

⚫ 一方、④その他の地内基幹系統や、⑤ローカル系統・配電系統の整備は、各一般送配電事業
者の判断に委ねられ、費用は各エリアの託送料金負担。
※ローカル・配電系統の整備は、レベニューキャップ制度において、混雑管理による既存設備の効率的な利用の推進を前提と
しつつ、各一般送配電事業者が計画した工事を実施することを目標として設定し、達成状況を確認することとしている。

⚫ また、⑥電源と変電所を繋ぐ電源線については、基本的には、電源保有者が一般送配電事業
者に系統接続申込みを行い整備され、費用は特定者（電源側）が負担。送電線から先の不
特定多数が利用する電力系統における送配電等設備（ネットワーク側の）送配電設備について
は、受益者負担を基本として費用負担割合（一般負担、特定負担）が判断されている。
※電源線については、特定者（電源保有者）負担が基本

①地域間
連系線

地内基幹系統
⑤ローカル系統

配電系統
②地域間連系線と
一体的なもの

③広域的取引に
資するもの

④その他

整備計画
策定主体

広域機関 広域機関 検討中※ 各エリア一送 各エリア一送

整備主体 一送等 各エリア一送 各エリア一送 各エリア一送 各エリア一送

費用回収
方法

全国調整 全国調整 全国調整
エリアの
託送料金

エリアの
託送料金

※これまでの大量小委等における議論を踏まえ現在検討中



⚫ 従来、地域間連系線の増強費用は、連系線によって結ばれる2エリアの託送料金で負
担されてきた。

⚫ この場合、再エネの導入拡大により連系線の増強が行われるエリアの託送料金が徒に上昇
することから、増強費用を全国で支える仕組みとして、再エネ賦課金や全国的な託送料金
による負担の仕組みが導入された。

【参考】地域間連系線の整備に関する費用負担スキーム

17

従来 見直し後

託送料金
(両端2エリア)

再エネ賦課金

託送料金
(両端2エリア)

託送料金
(全国9エリア)

全国負担

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3



【参考】全国調整スキームについて

全国の託送料金

再エネ特措法の
賦課金方式

○社会的便益（効果：３E)

１.価格低下
（安価な電力の広域流通）

２.CO2削減

３.安定供給
  （停電率減少）

原則全国負担

各地域負担 各地域の託送料金

⚫ マスタープランを踏まえた設備増強は、全国に裨益する便益を含めた社会的便益が費用
を上回るとの判断に基づき実施されるもの。

⚫ これを踏まえ、将来の電源ポテンシャルを踏まえたプッシュ型のマスタープランを策定した
上で、その増強費用を全国で支える仕組みとして、再エネ由来の効果分（価格低下・
CO2削減）に対応した負担について、①再エネ特措法上の賦課金方式（系統設置
交付金）や、②JEPX値差収益の活用により確保するスキーム（全国調整スキーム）
の大枠を、エネルギー供給強靱化法において実現。

18

第55回 再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会
（2023年9月27日） 資料2（一部修正）



19

【参考】託送料金負担比率の在り方

⚫ 地域間連系線の整備費用については、全国大での再エネ大量導入や電力レジリエンス強
化を前提に、再エネ賦課金や全国の託送料金等を活用するスキームが適用される。

⚫ このうち託送料金の費用負担については、増強工事を実施するエリアの一般送配電事業
者に対して効率化インセンティブを残す観点から、地域間連系線で結ばれる複数エリアと、
沖縄を除く全国9エリアとの負担を１:１とすることとなっている。

⚫ こうした中、再エネ導入拡大と需要家負担の公平性の観点や足元の工事費増額状況
等を踏まえ、今後計画を策定する地域間連系線と地域間連系線の増強に伴って一体
的に発生する増強部分については、託送料金負担の全額を全国９エリア負担とすること
とした。

全国調整スキーム対象費

系統設置交付金（再エネ賦課金）

地域間連系線で結ばれる
複数エリア負担（託送料金）

全国９エリア負担（託送料金）

再
エ
ネ
便
益
分

現行 １：１
見直し後  ９社負担

再エネ便益以外分の1/2を上限

広域系統整備交付金
（値差収益）

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3



⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、再エネ導入拡大と電力のレジリエンス強化
に資する送電網の整備は喫緊の課題である。このため、現在、マスタープランを踏まえ、東
地域（北海道～本州間）、中地域（中部～関西間）、西地域（中国～九州間）
の地域間連系線について、整備に向けた検討を進めている。

⚫ こうした中、再エネを最大限活用し、電力の安定供給を維持するためには、地域間連系
線の整備に加え、地内の基幹系統等を効率的に整備することが重要である。

⚫ このため、従来、各エリアの地内基幹系統は、それぞれのエリアの一般送配電事業者が整
備してきたが、地域間連系線と一体的に整備するものや、広域的取引に資するものにつ
いては、広域的運営の観点から、電力広域機関の関与の下で、一般送配電事業者が
整備を進めることとした。

⚫ 一方、再エネの導入が更に拡大する中では、再エネ導入に資する地内の基幹系統等に
ついても、これまで以上に効率的な整備が求められる。地内基幹系統等は、基本的には、
各エリアの一般送配電事業者等のイニシアティブの下で進めているが、より効率的に計
画的な整備を進めるための仕組みとして、どのような対応が考えられるか。

⚫ また、現状、地内系統等の整備費用は、再エネ導入に資するものを含め、各エリアの託
送料金負担であるが、再エネ電源立地地域の負担と再エネの全国裨益性を踏まえ、エリ
アを越えた費用負担の仕組みも考えられるか。

⚫ その際、各一般送配電事業者にコスト効率化のインセンティブを持たせつつ、計画的な
整備を進めることを促す仕組みとして、どのような対応が考えられるか。

20

【今後の課題①】 地内基幹系統の整備と費用負担
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【参考】地内系統整備のイニシアティブ

⚫ 各エリアの地内系統（基幹系統・ローカル系統・配電系統）の整備は、基本的には各
エリアの一般送配電事業者に委ねられる。

⚫ その中で、再エネ導入拡大やレジリエンス強化のポテンシャルや効果を踏まえた対応につ
いて、各エリアの一般送配電事業者で判断して対応することに限界がある場合には、
例えば、基幹系統については、広域的運営の観点から、電力広域機関が何らか関与
することも考えられる。

⚫ こうした状況を踏まえ、一般送配電事業者に対して適切なインセンティブを付与しつつ、
計画的な系統整備を促す仕組みとして、どのような対応が考えられるか。

⚫ 例えば、地域間連系線の整備については、各一般送配電事業者等の着実な設備拡充
を促すため、広域系統整備計画に基づき規制期間における工事全てを実施することを、
レベニューキャップ制度上の目標として設定しており、今後、国においてその実施状況を
定期的にモニタリングしていく予定。モニタリングに際しては、各期間において、系統整備
全体の完工に向けたマイルストーンが確実に達成されるようにすることが重要である。

第55回 再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会
（2023年9月27日） 資料2
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【参考】地域間連系線と地内基幹系統の整備

⚫ 地域間連系線と合わせて整備される地内基幹系統は、系統安定度等の技術的特性等を踏まえ、
下記の区分に分類することとしている。

A）地域間連系線を地内系統に接続するために必要となる地内増強
B）系統の潮流面等の観点から、地域間連系線の機能に欠かせない増強等
B-1 : 整備又は更新される地域間連系線の運用容量確保に欠かせない地内増強
B-2 : 広域的取引に資する地内増強（例:連系線の運用容量改善や連系線利用率の向上に寄与する地内増強）

C）電源を地内系統に効率的に接続するために整備する地内増強
D）A~Cに該当しない地内増強

⚫ A及びB-1については、地域間連系線と一体的に整備するものとして、全国調整スキームの対象と
することとした。

⚫ また、広域的取引に資する地内基幹系統の増強（B-2）については、電力広域機関において、各
エリアの一般送配電事業者と連携しつつ、計画策定プロセスの開始を検討することとし、整備効果
の全国裨益性を踏まえ、全国調整スキームの対象に追加することとした。

⚫ その他の地内系統（C、Ｄ）における費用負担の在り方等は、電力広域機関と一般送配電事業
者との役割分担や再エネ導入と需要家負担の公平性の観点等を踏まえつつ、今後検討を深める。

G

G

G 区分C

地内系統 地内系統

地域間
連系線区分B-2

区分A

区分D

区分B-1【区分のイメージ】

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3



【参考】広域的取引に資する地内基幹系統の増強と費用負担

⚫ 地域間連系線と一体性を有さない地内の基幹系統のうち、区分B-2は、広域的取引に資するも
のであり、受益範囲が特定のエリアに限られないことから、各エリアの一般送配電事業者の判断にと
どまらず、その整備の必要性を広域的に判断する必要がある。

⚫ また、全国大での再エネ導入の拡大や電力ネットワークのレジリエンス強化を図る上で、地内基幹系
統の中でも、広域的取引に資する系統の効率的・計画的な整備を促す必要性は高い。

⚫ 地内基幹系統の整備は基本的には各エリアの一般送配電事業者が実施するものであるが、地内
基幹系統の整備促進の観点から、こうした広域的取引に資する系統については地域間連系線の場
合と同様、電力広域機関において、各エリアの一般送配電事業者と連携しつつ、計画策定プロセ
スの開始を検討してはどうか。

⚫ その上で、計画策定プロセスを開始することとなった場合には、地域間連系線と同様に、電力広域
機関において、広域系統整備計画を策定の上、同計画の進捗を定期的に確認していくこととして
はどうか。 ※区分B-2については、広域系統整備計画の策定の検討は、現行規程上も可能

⚫ また、広域的取引に資する地内基幹系統の増強費用については、受益範囲が特定エリアに限られ
ず、全国に裨益することを踏まえ、新たに全国調整スキームの対象に追加することとしてはどうか。

⚫ なお、その他の地内系統（区分C、Ｄ）に関する、費用負担の在り方を含めた整備促進策につい
ては、電力広域機関と一般送配電事業者との役割分担や、再エネ導入と需要家負担の公平性の
観点等を踏まえつつ、今後、検討を深めていくこととする。
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第67回 電力・ガス基本政策小委員会
（2023年12月7日）資料7



⚫ 大規模な地域間連系線の整備は、通常、巨額の資金を要し、特に、現在検討が進められている東
地域の海底直流送電のように、国内において前例のない規模の場合には、資金調達が大きな課題
となる。

⚫ 従来、一般送配電事業者は、自らの信用力に基づき資金調達を行ってきたが、海底直流送電の整
備で必要となる巨額の資金をコーポレートファイナンスで調達することは厳しい状況。また、金利の上昇
等により、資金調達環境が厳しさを増している。

⚫ こうした中で、大規模な地域間連系線の整備におけるファイナンスの在り方について、どのように考え
るか。

⚫ 例えば、現在、検討が進められている東地域の海底直流送電については、事業者の信用力に基づく
コーポレートファイナンスではなく、送電事業のライセンスを取得したSPC（特別目的会社）を組成し、
プロジェクト自体の収益性に着目したプロジェクトファイナンスにより資金調達することを軸に検討が
行われている。この場合、プロジェクトファイナンスが円滑に成立するためには、プロジェクトのリスクに応
じた適正なリターンを設定することが鍵となる。

⚫ この点、託送料金制度では、一般送配電事業者の託送料金は、コーポレートファイナンスを念頭に、
一律の事業報酬率※を定めている。
※ 自己資本報酬率と他人資本報酬率を３対７の比率で加重平均して算定することとされており、2023～2027年度（第一規制期間）においては

1.5％（※直近の金利水準等を元に試算すると２％程度）。

⚫ こうした中で、海底直流送電のような大規模な地域間連系線の整備に関するプロジェクトファイナンス
における適切な事業報酬率（リターン）を踏まえた託送料金の審査をどのように進められていくことが
想定されるのか、今後、電力・ガス取引監視等委員会と連携し、検討を深めていくこととしてはどうか。
※ 事業実施主体であるSPC（送電事業者）と一般送配電事業者の間の事業報酬率を含む送電料は、両者の契約で決定される。託送料金の審査

では、各一般送配電事業者の収入の見通しにこの「託送料」が含まれることになり、料金の妥当性を審査するが、送電事業者の振替供給に係る料金
そのものを直接審査するものではない。 24

【今後の課題②】地域間連系線の整備におけるファイナンスの在り方
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⚫ 送配電部門については、2023年度からレベニューキャップ制度に基づく新たな託送料金
制度が導入されている。 

⚫ レベニューキャップ制度では、５年間の事業計画と、計画実現のために必要となる費用
の見通し（「収入の見通し」）を作成した上で、託送料金を設定。

※ 2024年４月から、収入の見通しの変更や発電側課金の導入により、託送料金が変更されている。

【参考】レベニューキャップ制度の概要



【参考】事業報酬率の考え方

⚫ 一般送配電事業者の事業報酬の算定方法は、以下のとおり。なお、マスタープランの策
定以前に増強方針が決定された地域間連系線への投資の場合、一般送配電事業者
の事業報酬率は、他の発電所等の投資に比して収益性が劣後しないように上乗せされ
ていた（通常の事業報酬率の1.5倍となる）。

託送料金制度（レベニューキャップ制度） 中間とりまとめ 2021年11月 詳細参考資料
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【参考】事業報酬率の算定結果

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/pdf/0018_04_00.pdf

第18回 料金制度専門会合 事務局提出資料 2022年9月7日
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1.電力システム改革以降の送配電事業
2.足元の課題等
①送配電網の整備について
②系統混雑への対応について
③大規模需要立地への対応について
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【これまでの対応】系統混雑管理について

⚫ 送配電部門においては、これまで、既存の送変電設備を最大限活用するため、「日本
版コネクト＆マネージ」として、送電線の空き容量算定に当たっての想定潮流の合理化
や、緊急時用に確保する容量を平常時に活用する仕組み（N-1電制）、ノンファーム
型接続の導入を進めてきた。

⚫ このうち、ノンファーム型接続は、平常時における系統混雑時の出力制御を条件に新規
接続を許容するものであり、再エネの円滑な系統接続を実現している。

⚫ 具体的には、まずは、2021年１月より空き容量の無い基幹系統においてノンファーム
型接続の受付を開始した。また、基幹系統より下位のローカル系統においても、2023
年４月よりノンファーム型接続の受付を開始した。さらに、系統混雑時については、再エ
ネが優先的に系統を利用できるよう、出力制御の仕組みを整理した。

⚫ こうした取組により、2024年2月末までに、ノンファーム型接続による契約申込みは約
1,400万kW、その前段階の接続検討が約10,500万kWとなるなど、再エネ等の円滑
な接続が期待されている。

⚫ 今後、再エネの導入が拡大していく中では、引き続き、一般送配電事業者において、系
統情報を適切に公開しつつ、出力制御への対応を含めた系統運用を行っていくことが
必要となる。

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3 一部修正
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取組 従来の運用 見直しの方向性 実施状況

コ
ネ
ク
ト

①空き容量の算定条件の
見直し(想定潮流の合理化)

全電源フル
稼働

実態に近い想定
（再エネは最大実績値）

2018年4月から実施
約590万kWの空き容量拡大を確認 ※1

②ノンファーム型接続 適用しない
一定の条件(系統混雑時
の制御)による新規接続を
許容

2021年1月に空き容量の無い基幹系統に適用
2021年4月に東京電力PGエリアの一部ローカル系
統に試行適用
2023年4月にローカル系統に適用
2024年2月末時点で全国でノンファーム型接続に
よる契約申込みが約1,400万kW、その前段階の
接続検討が約10,500万kW

マ
ネ
ー
ジ

③緊急時用の枠の活用
(N-1電制)

設備容量の半
分程度(緊急
時用に容量を
確保)

事故時に瞬時遮断する装
置の設置により、緊急時用
の枠を活用

2018年10月から一部実施（先行適用）
約4,040万kWの接続可能容量を確認 ※1
2021年11月時点で全国で約650万kWの接続
2022年7月から本格適用を実施

設備容量

運用容量

従来の運用 見直しの方向性

風力

火力

太陽光

【緊急時用に確保】

太陽光
火力

風力

【参考】日本版コネクト＆マネージの進捗

③ 

①

② 
(斜線部)※２※３

※２※３

※１ 最上位電圧の変電所単位で評価したものであり、全ての系統の効果を詳細に評価したものではない。
※２ 周波数変動等の制約により、設備容量まで拡大できない場合がある。 ※３ 電制装置の設置が必要。

運用容量

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3 一部修正
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【参考】ノンファーム接続の導入

⚫ 再エネを円滑に系統接続を進めるため、既存系統を効率的に活用すべく、平常時にお
ける系統混雑時の出力制御を条件に新規接続を許容するノンファーム型接続の導入
を進めてきた。

⚫ まずは、2021年１月より空き容量の無い基幹系統※において、ノンファーム型接続の
受付を開始した。また、基幹系統より下位のローカル系統においても、2023年４月より
ノンファーム型接続の受付を開始した。さらに、系統混雑時については、再エネが優先的
に系統を利用できるよう、系統利用ルールの見直しも行ってきた。
※2022年４月より基幹系統の空き容量の有無にかかわらず、受電電圧が基幹系統の電圧階級である電源に対してノンファーム型接続を適用

（出所）広域系統整備委員会（第62回）
（2022年7月）資料2 （一部修正）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

基幹系統

ローカル系統

2021年1月

空き容量の無い基幹系統に
ノンファーム型接続適用

2022年4月

受電電圧が基幹系統の電圧階級の
電源にノンファーム型接続適用

2022年12月

再給電方式（調整電源の活用）導入

2023年12月

再給電方式（一定の順序）導入

2023年4月

ノンファーム型接続適用

2024年度以降

ノンファーム型接続適用電源の
連系開始予定

ノンファーム型接続の適用等のスケジュール

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3



【参考】ノンファーム型接続による送電線の最大限の活用

⚫ ノンファーム型接続の電源は、系統容量を確保しない※ため、ネットワーク側の送配電等
設備に係る増強費用の負担が不要・工事不要で連系が可能。ただし、系統混雑時の
系統利用において劣後（出力制御を受ける）する。

32

送電可能容量

ノンファーム型接続をした電源は、
送電線の容量が空いているオレンジの部分を活用可能に。

（MW）

既存電源の潮流

＜ノンファーム型接続による送電線利用イメージ＞

（年間）

（出所）再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
（2021年9月）電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ

※高圧以下の送電系統その他の技術及び運用面の観点から容量確保が必要な場合、容量確保を行う。

第74回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年5月8日）資料3
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（参考）基幹系統の混雑情報公表
（出所）再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
（2021年9月）電力ネットワークの次世代化に向けた中間とりまとめ
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【今後の課題】混雑管理手法及び混雑緩和策

⚫ ノンファーム電源の接続量は着実に増加しているが、これまでのところ、系統混雑に伴う
ノンファーム電源の出力制御は発生していない。

⚫ 他方、東京エリアにおいては、早ければ2024年度中にノンファーム電源の出力制御が起
こり得るとされたところであり、その他エリアを含め、系統混雑に伴う出力制御の発生は、
時間の問題である。

⚫ こうした中で、中長期的な観点から、将来的な混雑管理手法の在り方について、どのよ
うに考えるか。

⚫ 例えば、現在、基幹系統の混雑時には、あらかじめ定められた一定の順序に基づき、一
般送配電事業者が電源の出力制御を行うこととなっているが（再給電方式（一定の
順序））、将来的に系統混雑が頻発するようになれば、こうした対応に限界が生じる
ことも考えられる。

⚫ このため、供給力と調整力をより効率的に調達する同時市場の検討が進められている中、
中長期的な観点から、市場主導型の混雑管理手法について、引き続き検討を深めて
いくこととしてはどうか。

⚫ また、系統混雑の緩和策として行う系統増強の進め方や、蓄電池の活用や需要の立
地誘導等の系統増強以外の方策による混雑緩和策についても、検討を深めていくこと
としてはどうか。



⚫ これまで、再エネ大量導入小委員会、系統WG、電力広域機関の委員会等において、
ノンファーム型接続に加えて、混雑管理を含めた系統利用ルールやプッシュ型での系統
増強、事業者の予見性を高めるための情報公開や開示について御議論いただいてきた。

⚫ 他方、今後さらに再エネの導入が拡大すると、系統制約によって出力制御量が増加す
る可能性もあることから、以下の取組を検討していくこととしてはどうか。

（１）混雑管理における対策

今後の混雑管理に向けて、各電源種に対応可能な出力制御機器の仕様を検討している。他方、
現状の混雑管理方法だけでは、電源の立地誘導が効きにくいため、中長期的には市場主導型へ
の移行も検討する必要がある。

（２）混雑緩和における対策

増強以外（蓄電池等の活用）を含めた混雑緩和策、規制期間中における混雑緩和策のトリ
ガー発動方法の検討を深める必要がある。なお、便益が費用を下回る場合に事業者負担を基
本として増強を可能にする混雑緩和スキームの基本的な考え方について検討を進めてきた。

（３）混雑に関する情報公開

事業者が自ら予見性を分析できるよう、データの公開や開示を進めているが、出力制御の見通し
の公表も含めた必要な系統情報の公開・開示を推進する。また、系統制約による出力制御時の
確認の在り方も具体化していく必要がある。
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【参考】今後の取組の方向性
第46回 系統ワーキンググループ
（2023年5月29日）資料4



（３）混雑に関する情報公開

（取組例）
• 系統情報の公開・開示の推進
• 出力制御見通し
• 出力制御時の確認

（１）混雑管理における対策

（取組例）
• 出力制御機器の仕様
• 市場主導型への移行

（２）混雑緩和における対策

（取組例）
• 増強以外（蓄電池等）を含めた混雑緩和策
• 規制期間中の混雑緩和策のトリガー発動方法
• 便益が費用を下回る場合の混雑緩和スキーム

【参考】今後の取組の方向性のイメージ

<今後の取組の例>

<混雑管理の現状と今後の取組の方向性>

（現状）
• 基幹系統、ローカル系統において以下を検討
✓ 費用便益の考え方を基にした増強
✓ ノンファーム型接続及びS+3Eを考慮した

メリットオーダーによる出力制御
✓ 出力制御の予見可能性を高めるための

系統情報の公開・開示の推進

（今後の取組の方向性）
• 中長期の混雑処理を見据えた対策を検討
（１）混雑管理における対策
（２）混雑緩和における対策
（３）混雑に関する情報公開

36

系統対策供給対策 蓄電・需要対策柔軟性リソース

<ノンファーム型接続による送電線利用イメージ>

送電可能
容量

既存電源
の潮流

（時間）

（潮流）

ノンファーム型接続をした電源は、送電線の容量
が空いているオレンジの部分を活用可能に。

混雑管理

混雑緩和

情報公開

（２）

（３）

（１）

（出所）系統ワーキンググループ（第48回）
（2023年10月）資料4
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【参考】市場メカニズムを通じた混雑管理
（出所）系統ワーキンググループ（第46回）（2023年5月）資料4
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1.電力システム改革以降の送配電事業
2.足元の課題等
①送配電網の整備について
②系統混雑への対応について
③大規模な新規需要への対応について



⚫ 従来、一般送配電事業者においては、新たに大規模な需要への供給を行う際は、需
要側からの契約申込みを待って、必要な系統整備を行ってきた。

⚫ しかしながら、特に大規模な需要に対応した新たな系統整備は、工事に長期間を要し、
長距離送電線等を要する場合には、10年を超すこともある。

⚫ こうした中で、近年、データセンターや半導体工場等の大規模な電力需要について、早
期立地のニーズが高まっていることを踏まえ、一部の一般送配電事業者においては、早
期の系統接続が可能な地域を示したウェルカムゾーンマップを公表している。

⚫ 引き続きウェルカムゾーンマップによる需要側への情報公開を進めていくことは重要で
あり、全国の一般送配電事業者における公開が求められる。他方、ウェルカムゾーン
マップは、従来、空き容量マップ等を通じて行われてきた電源側への情報公開に比べ、
情報量が限定的との指摘もある。

⚫ また、特定の需要家の申込みにより系統整備を行う場合、現行制度の下では、当該
特定の需要家が工事費の大部分を負担する場合もあるなどの課題もある。
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【これまでの対応】大規模な新規需要への対応



40

【参考】送配電設備の整備の流れ

局地的電力需要増加と送配電ネットワークに関する研究会（第1回）（令和６年３月１日）
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【参考】一般送配電事業者等の取組

局地的電力需要増加と送配電ネットワークに関する研究会（第1回）（令和６年３月１日）
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【参考】早期系統接続の課題

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/074_07_00.pdf

第74回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業
分科会 電力・ガス基本政策小委員会（2024年5月8
日） 資料７ ヒアリング資料（ソフトバンク 中野
執行役員）



⚫ 今後、新たに策定されるGX2040ビジョンに基づき、付加価値の高い産業プロセスの維持・強
化につながる国内投資を促進していくためには、新たに生じる大規模な電力需要に対し、迅速
かつ確実に電力供給を行うことが不可欠である。

⚫ 他方、特定の需要家による契約申込みを起点として系統整備を進める現行の仕組みの下で、
一般送配電事業者において、自らの判断により将来的な電力需要を見据えて早期に系統整備
を進めることには、一定の課題もある。

⚫ こうした中で、大規模な新規需要を見据えた計画的な系統整備を促すためには、どのような方
策が考えられるか。

⚫ 例えば、一般送配電事業者が早期に系統整備に着手できるよう、将来的な電力需要の見込み
について、その蓋然性を高める方策として、どのような対応が考えられるか。

⚫ また、将来的に複数かつ大規模な新規需要が見込まれる場合において、特定の需要家に系統
整備の費用負担が偏らない仕組みとして、どのような対応が考えられるか。この際、新規需要
の見込みのみをもって系統整備を行い、結果的に新規需要が立地しなかった場合の整備に要
した費用の扱いについても、考慮することが重要である。

⚫ なお、大規模な新規需要に対応するために行う新たな系統整備は、可能な限り工期を短縮し
たとしても、相当の期間を要する。

⚫ このため、上記の検討と並行して、一般送配電事業者において、大規模需要が早期系統接続
可能な地域について、需要家にとってより有用な情報提供を行うことで、そうした地域への需要
立地を促すこととしてはどうか。
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【今後の課題】大規模な新規需要への対応
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【参考】データセンター・半導体工場の新増設による影響

⚫ 電力広域的運営推進機関では、データセンターや半導体工場の新増設により、2024年
度で+48万kW、2033年度で+537万kWの最大電力需要の増加を見込んでいる。

（出典）電力広域的運営推進機関HP 2024年度 全国及び供給区域ごとの需要想定について

第70回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年2月27日）資料10
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【参考】GX産業立地の論点

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/siryou1.pdf

第11回 GX実行会議
（2024年5月13日）資料1
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【参考】局地的電力需要増加と送配電ネットワークに関する研究会

⚫ 電力・ガス取引監視等委員会においても、送配電ネットワークが局地的需要増加を機動的かつ
円滑に受け入れるための課題や方策を整理すべく、事務局長主催の研究会（局地的電力需
要増加と送配電ネットワークに関する研究会）を立ち上げ、議論を行っている。

局地的電力需要増加と送配電ネットワークに
関する研究会（2024/3/1）資料5

第72回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年3月29日）資料7
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